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「島っ子未来塾」を告知するチラシ 大学生が中心となり子どもたちの学習を支援

講師は消費生活指導員やファイナンシャルプランナーが務めた「生活力向上セミナー」を告知するチラシ

後継となるNPO法人の育成や継続的な学習支援体制を構築
今回は申請団体が多いにもかかわらず、私どもの団体に助成をいただき、ありがとうご

ざいました。おかげさまで子どもたちに学習支援、一人親世帯の保護者に生活力向上に
必要な各種情報を提供でき、大変感謝されました。これからも地方で地道に子どもの健
全育成活動を行っている団体への支援を継続していただければ励みになります。

助成団体：特定非営利活動法人　かごしま学習支援協会	 http://kagoshima-shien.org/

一般助成　子どもの健やかな成長を願う事業（やすらぎ・いたわり）

「離島の生活困窮者家庭の“負の連鎖”の防止のため、
家計相談支援と子どもたちの学習支援」事業

生活が不自由な子どもへの学習支援と
保護者の生活や就業をサポート

平成２３年に国が公表した我が国における子どもの貧困率は15％となっており、都道府県別では鹿児島県が第３
位となっている。鹿児島県は全国に比較して所得水準が低く、一人親世帯が多いことなど、子どもを取り巻く環境が
厳しいという指摘もある。鹿児島県の離島で貧困の連鎖を断ち切ることを目的に活動する団体がある。

鹿児島県の離島で貧困の連鎖を　　　　　
断ち切るために二つの事業を実施

NPO法人「かごしま学習支援協会」は、これからの社

会を支えていくすべての子どもたちが分け隔てなく学ぶ機

会を得られるよう、貧困家庭や一人親家庭の子どもを対

象にした「子どもの生活・学習支援」、病気やケガで長期

入院中の子どもを対象にした「病児学習支援」、就業や

育児で困難な環境にある一人親を対象にした「一人親

への支援」、子ども食堂・学習塾・親への生活力向上セミ

ナーを同時に行う「セミナーカフェ事業」、障がいのある子

どもとその家族を対象にした「障がい児通所支援事業」

などを鹿児島県内で展開している。

2018年度、同法人ではAJOSCの助成を受け、全国に

比較して所得水準が低く、一人親家庭も多い鹿児島県の

離島において、生活保護世帯や一人親世帯の生活の質

の向上と子どもの学習機会の格差による“貧困の連鎖”を

断ち切ることを目的に、二つの事業に取り組んだ。

その一つが、より多くの子どもたちに学習の機会を提供し、

子どもたちが自分の力でしっかり働き、歩いていける未来

をサポートするための学習支援「島っ子未来塾」で、もう

一つが、生活や就業に困難を抱えた親に対して養育や生

活設計に必要な情報を提供し、相談に応じる「社会的弱

者のための知って役立つ生活力向上セミナー」である。

二つの事業を実施するにあたり、同法人では事前に事

業計画の精査、学習支援ボランティアの募集、研修計画・

講座内容の検討などに、鹿児島県FP協会理事長、志學

館大学教授、鹿児島国際大学教授の指導を受けた。また、

セミナーについては、鹿児島県母子寡婦福祉連合会や

各島の支部、役場の社会福祉課に協力をしてもらった。

夏休みの学習支援「島っ子未来塾」と　　　
生活情報提供の「生活力向上セミナー」

島っ子未来塾は、教育委員会や児童福祉施設から推

薦された生活保護世帯、母子家庭の子どもたちに、夏休

みに1週間の学習支援を行うもので、2018年8月27日（月）

～31日（金）の13：00～17：00、与論島、徳之島、奄美大

島の3会場で実施された。各会場の参加者は、順に小中

学生 18名、21名、28名だった。「夏休みの5日間の短い

期間であったが、子どもたちの学習意欲が高まり、学力・

コミュニケーション能力の向上に役立ったと思う」と、同法

人では振り返っている。この学習支援は他団体からの助

成を受けて2015年度から取り組んできたもので、助成の

終了で実施が危惧されたものの、AJOSCの助成で継続

することができたという。

生活力向上セミナーは、奄美大島会場で9月21日・22日、

徳之島会場で12月6日・7日、与論島会場で2019年2月7

日・8日に行われ、3会場とも10：00～13：00に相談会、13：

30～15：30にセミナーを行った。参加者はそれぞれ相談

会 8名・セミナー23名、同 7名・22名、同 10名・29名だっ

た。講師をお願いしたのは消費生活指導員やファイナンシャ

ルプランナーだったが、「生活設計のヒントについて専門

家から指導を受けることで、自立の心が芽生え、家庭生

活全般の明るさが生まれたと思う」と、同法人では振り返っ

ている。離島自治体の福祉課や教育委員会には、事業の

受け入れに対する温度差があり、個人情報を理由に協力

に消極的なところもあったが、民生委員や寡婦会など民

間ベースは協力的で、有意義な事業を実施できたという。

特定非営利活動法人　かごしま学習支援協会
理事長　小浜洋一さん


